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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

       ３ 第13期中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成17年 
  ７月31日 

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成18年 
  ７月31日 

自 平成19年
  ２月１日 
至 平成19年 
  ７月31日 

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成18年 
  １月31日 

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成19年 
  １月31日 

売上高 (千円) 847,871 880,495 1,046,058 1,675,145 1,853,061 

経常利益 (千円) 298,516 322,732 354,731 604,846 669,879 

中間(当期)純利益 (千円) 174,420 132,868 212,381 357,640 431,117 

純資産額 (千円) 2,648,801 2,344,628 1,805,614 2,701,660 1,928,899 

総資産額 (千円) 3,810,336 3,066,131 2,128,774 3,756,723 2,541,509 

１株当たり純資産額 (円) 43,953.30 38,518.10 30,986.69 44,514.27 32,843.57 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2,894.28 2,189.22 3,660.74 5,920.62 7,148.25 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2,753.81 2,085.35 3,507.54 5,622.13 6,826.46

自己資本比率 (％) 69.5 76.2 84.3 71.9 75.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 139,930 188,141 53,885 351,554 515,736 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △132,846 28,158 △103,347 △156,231 208,720 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △48,211 △66,830 △206,748 △39,423 △352,562 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 757,268 1,103,764 1,069,976 954,295 1,326,187 

従業員数 (名) 32 39 42 38 43 



(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

    ３ 第13期中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成17年 
  ７月31日 

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成18年 
  ７月31日 

自 平成19年
  ２月１日 
至 平成19年 
  ７月31日 

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成18年 
  １月31日 

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成19年 
  １月31日 

売上高 (千円) 696,077 721,202 862,439 1,357,608 1,514,737 

経常利益 (千円) 300,532 335,634 352,964 606,232 687,956 

中間(当期)純利益 (千円) 176,057 141,378 211,786 359,308 444,625 

資本金 (千円) 373,475 378,369 378,369 378,369 378,369 

発行済株式総数 (株) 60,264 60,692 60,692 60,692 60,692 

純資産額 (千円) 2,650,438 2,347,918 1,808,336 2,703,327 1,931,228 

総資産額 (千円) 3,762,484 3,031,805 2,076,622 3,714,198 2,484,630 

１株当たり純資産額 (円) 43,980.46 38,685.80 31,238.55 44,541.74 32,874.21 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2,921.44 2,329.45 3,650.48 5,948.22 7,372.22 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2,779.65 2,218.93 3,497.70 5,648.34 7,040.34

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 1,200 1,500 

自己資本比率 (％) 70.4 77.4 87.1 72.8 77.7 

従業員数 (名) 26 29 34 31 34 



２ 【事業の内容】 

当社グループ（株式会社ジャストプランニング及び子会社）は、株式会社ジャストプランニング（当社）及び子会社3

社で構成されています。事業内容並びに当社グループの当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

ASP事業 

当社グループは、外食企業向けに、インターネットの通信インフラを利用したアプリケーションソフトウェアの提供

と、企業の情報システム関連部門が行っているシステムメンテナンス業務及び運用サポート業務等のアウトソーシング

業務とを組み合わせた「ASP（アプリケーションサービスプロバイダ）事業」を行っております。 

システムソリューション事業 

当社グループは、外食産業向け本部管理システム・店舗システム・分析システム等のアプリケーションソフトウェア

の企画、開発、販売及びPOSシステム、オーダーエントリーシステム等のソリューションの提供及び業務コンサルティン

グを行っております。 

店舗支援ファンド事業 

当社グループは、投資事業組合によるファンド「店舗支援1号ファンド」を組成し、当ファンドを通じて、外食産業を

中心とするフランチャイズ本部等多店舗展開する企業の店舗を購入、運営し、FC加盟希望者もしくは投資家等に売却す

ることを目的とした事業を行っております。 

  

上記の事項について、事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

 

  



連結子会社の事業内容は次のとおりであります。 

株式会社サクセスウェイ：食品流通受託業務、外食チェーン企業本部代行業務、 

マーチャンダイズ・コンサルティング業務 

株式会社グリッドコーポレーション：コンピュータ及びその周辺機器、コンピュータソフトウェアの販売、情報

処理技術・経営に関するコンサルティング業務、各種イベントの企画及び運営等 

   店舗支援1号ファンド ：外食産業を中心とする店舗の購入、運営、売却を目的とした投資事業組合によるファン

ド 

  

なお、上記の区分は「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分
と同一であります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年７月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人員（使用人兼務役員を含む）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年７月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人員（使用人兼務役員を含む）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

ASP事業 32 

システムソリューション事業 7 

店舗支援ファンド事業 1 

全社（共通） 2 

合計 42 

従業員数(名) 34 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格、原材料価格の高騰の影響受けたものの、引き続き企業業績

の収益改善を背景として、景気は堅調な回復傾向にありました。個人消費も穏やかに増加し、当社が対面する外食業

界の動向も優勝劣敗の基調があるものの全体では堅調に推移しております。 

当社では、会社設立以来、外食業界を中心にしたシステムのコンサルティング及び開発を行ってまいりました。IT

情報システム環境は激しい技術革新の渦中におかれており、外食業界においてもインターネットを活用した新しいビ

ジネスモデルの構築や効果的なデータの活用方法が求められております。 

このような環境の中で、当社ではASP（Application Service Provider）サービス「まかせてネット」を開発し、

ASPによるアウトソーシング事業とインターネットを活用したシステムソリューション事業に取り組んでまいりまし

た。 

  

当中間連結会計期間の売上高は、1,046,058千円（対前中間連結会計期間比18.8%増）となりました。ASPサービス

「まかせてネット」の実績稼動店舗数が拡大して、ASP事業売上が544,371千円（同8.3%増）となりました。システム

のコンサルティング及び開発、その他ソリューションサービスに関連した事業を加えたシステムソリューション事業

の売上が385,396千円（同2.0%増）となりました。店舗支援ファンド事業の売上は、128,902千円となりました。 

一方、販売費及び一般管理費は185,157千円（同17.0%増）となりました。このような結果、連結営業利益349,764

千円（同7.7%増）、連結経常利益354,731千円（同9.9%増）、連結中間純利益212,381千円（同59.8%増）となりまし

た。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります（事業の種類別セグメントごとの業績について

は、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しております。） 

ASP事業 

当社グループにおけるASP事業は外食業界向けに「まかせてネット」というサービス名で、本格的には平成11年8月

よりサービスを行っております。各外食店舗にPOSシステム・出退勤システム・食材発注システム等の店舗システム

で発生した情報を、当社ASPセンターで受信し、各企業データベースへと展開します。当社ASPセンターでは、売上管

理・勤怠管理・発注管理等の本部システムを稼働させ、外食本部からはインターネット経由で当社ASPセンターにア

クセスすることにより、それらの本部システムを利用する事が出来る仕組みとなっております。また、本部システム

の利用に伴い発生するデータの更新等のメンテナンス業務や、店舗システムのリモートサポート業務等の付帯業務を

アウトソーシング業務として代行していることが特徴としてあげられます。これによりユーザーはシステムの利用に

専念でき、管理コストも抑えることが可能となります。 

ASP事業(まかせてネット)におきましては、外食業界に特化したサービスとして、ASP導入時に生じる動作環境の設

定、利用方法の説明等といった導入を支援することから発生する導入支援売上と、提供するアプリケーションソフト

ウエアのメニューをユーザー店舗単位で決定し、毎月メニューに応じた月額利用料金を導入店舗数に応じてユーザー

に請求する継続的な収入であるASP利用料売上から構成されています。 

当中間連結会計期間におけるASP事業売上は、ASPサービス「まかせてネット」の実績稼動店舗数が拡大して、

531,759千円（対前中間連結会計期間比5.8%増）となりました。ASP事業に関連する営業費用200,745千円（同14.6%

増）を差し引いたASP事業の営業利益は、343,626千円（同4.9%増）となりました。 

  



システムソリューション事業 

平成6年3月の設立以来、当社グループは外食業界向けの店舗システム及び本部システム(POSシステム、出退勤シス

テム、食材発注システム等)等の業務システム構築全般にソフトウエアの企画・開発・販売を行って参りました。シ

ステムソリューション事業の業務内容は、外食業界の業務システムにおけるソフトウエア受託開発、POSシステム導

入におけるシステム設定作業やシステム運用・業務コンサルティングやそれに伴うハードウエア導入、当社POSシス

テムユーザーに対する消耗品販売等を行っているPOSシステムソリューションから構成されております。また、平成

17年2月に株式会社サクセスウェイを株式譲受及び第三者割当増資引受により子会社し、従来の事業サービスに加え

て、外食チェーン企業等に対する物流ソリューション（3PL：サードパーティロジスティクス=企業の流通機能全般を

一括して請け負う）やマーチャンダイズソリューション（コンサルティング、コーディネイト）、本部業務代行（伝

票処理、受発注代行、商品管理）等のソリューションサービス事業を開始いたしました。 

当中間連結会計期間におけるシステムソリューション事業売上は、385,396千円(対前中間連結会計期間比2.0%増）

となりました。システムソリューション事業に関連する営業費用358,839千円（同3.4%減）を差し引いたシステムソ

リューション事業の営業利益は、26,557千円（同303.6%増）となりました。 

  

店舗支援ファンド事業 

当社グループは、平成18年10月に投資事業組合によるファンド「店舗支援1号ファンド」を組成し、当ファンドを

通じて、外食産業を中心とするフランチャイズ本部等多店舗展開する企業の店舗を購入、運営し、FC加盟希望者もし

くは投資家等に売却することを目的とした事業を開始しました。 当中間連結会計期間における店舗支援ファンド事

業売上は、128,902千円となりました。店舗支援ファンド事業に関連する営業費用126,511千円を差し引いた店舗支援

ファンド事業の営業利益は、2,390千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、営業収入の増加によるキャッシュ・フロ

ーを投資活動及び財務活動に充当した結果、現金及び現金同等物(以下「資金」という)の当期末残高は1,069,976千

円（対前連結会計年度比19.3%減）となりました。 

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は53,885千円となりました。これは、主として事業拡大

に伴う増益により、税金等調整前中間純利益359,231千円を計上した一方で、法人税等の支払が311,773千円となった

ことによるものです。 

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は103,347千円となりました。これは、主として、サー

バーやパソコン等の有形固定資産の取得による支出が49,994千円、ソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出

が39,865千円、投資有価証券の取得による支出が11,000千円によるものです。 

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における、財務活動の結果使用した資金は、206,748千円となりました。これは、配当金の支

払による支出88,119千円、自己株式の取得による支出118,629千円によるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ システムソリューション事業におけるソフトウェア受託開発の受注状況を記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100

分の10未満であるため、記載を省略しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 生産高(千円) 前年同期比(％) 

Ａ     Ｓ     Ｐ     事     業 531,759 105.8 

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 385,396 102.0 

店  舗  支  援  フ  ァ  ン  ド  事  業 128,902 ― 

合計 1,046,058 118.8 

事業の種類別セグメント 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

システムソリューション事業 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前年同期比(％) 

Ａ     Ｓ     Ｐ     事     業 531,759 105.8 

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 385,396 102.0 

店  舗  支  援  フ  ァ  ン  ド  事  業 128,902 ― 

合計 1,046,058 118.8 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

相手先 販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

株式会社フードデザイン 136,260 15.5 ― ― 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

インターネット関連技術や次世代携帯端末技術及びセキュリティに関する技術革新に対応して、ASP事業（まかせて

ネット）の機能を拡張すべく、これら新技術等への調査研究を行っております。当中間連結会計期間における研究開

発費の総額は7,466千円となっております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

該当事項はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 

(3) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(4) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成12年７月３日) 

（注）1 平成13年３月８日開催の取締役会の決議により、平成13年４月２日付をもって、普通株式１株を４株に分割いたしました。

これに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

   2 平成13年12月13日開催の取締役会の決議により、平成14年3月20日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。こ

れに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

3 平成16年7月15日開催の取締役会の決議により、平成16年9月17日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。こ

れに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 72,000 

計 72,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年７月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年10月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 60,692 60,692
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり権利内
容に何ら制限のない当社にお
ける標準となる株式である 

計 60,692 60,692 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成19年７月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年9月30日) 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,301 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,556 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成15年7月1日から平成22年
6月30日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額     5,556
資本組入額    5,556 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

対象者は新株予約権の行使の
1月前までの間、継続して取
締役又は使用人の地位にある
こと 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分は
認められない 

同 左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



株主総会の特別決議(平成12年10月30日) 

（注）1 平成13年３月８日開催の取締役会の決議により、平成13年４月２日付をもって、普通株式１株を４株に分割いたしました。

これに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

   2 平成13年12月13日開催の取締役会の決議により、平成14年3月20日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。こ

れに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

3 平成16年7月15日開催の取締役会の決議により、平成16年9月17日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。こ

れに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成19年７月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年9月30日) 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 427 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 27,778 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成15年7月1日から平成22年
6月30日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額     27,778
資本組入額    13,889 

 同 左 

新株予約権の行使の条件 

（1）対象者は新株予約権の
行使の1月前までの間、継続
して取締役又は使用人の地位
にあること 
（2）平成15年7月1日より平
成16年6月30日までに行使で
きる新株予約権は付与された
総数の50％以下とする 

  

  

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分は
認められない 

同 左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりで

あります。 

  株主総会の特別決議（平成14年4月26日） 

（注） 平成16年7月15日開催の取締役会の決議により、平成16年9月17日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。こ

れに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成19年７月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年9月30日) 

新株予約権の数（個） 34 同 左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―             ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 102 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 102,679 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から平成23年６月

30日まで 同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額     102,679
資本組入額     51,340 

 同 左 

新株予約権の行使の条件 

（1）対象者は新株予約権の行使

1月前までの間、継続して取締役は

使用人の地位にあること 
（2）平成17年７月１日より平成20

年６月30日までに行使できる新株

予約権は付与された総数の20％以

下とする。 

  

  

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分は認め

られない 同 左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりで

あります。 

  株主総会の特別決議（平成16年4月14日） 

（注） 平成16年7月15日開催の取締役会の決議により、平成16年9月17日付をもって、普通株式１株を3株に分割いたしました。

これに伴い、発行価額、資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成19年７月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年9月30日) 

新株予約権の数（個） 167 ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 501 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 165,667 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から平成25年６月

30日まで 同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額     165,667
資本組入額     82,834 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の権利行使時におい

て、当社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあることを要す

る 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分は認め

られない 同 左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりで

あります。 

  株主総会の特別決議（平成18年4月25日） 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  
中間会計期間末現在
(平成19年７月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年9月30日) 

新株予約権の数（個） 292 同 左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―             ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 292 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 364,685 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成21年７月１日から平成27年６月

30日まで 同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額    364,685
資本組入額    182,343 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の権利行使時におい

て、当社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあることを要す

る 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分は認め

られない 同 左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 



  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年７月31日現在 

（注）1 上記の他、自己株式が2,804株あります。 

2 上記の所有株式数の内、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     2,001株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社         624株 

  

平成19年2月1日～ 
平成19年７月31日 

― 60,692 ― 378,369 ― 236,102 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

吉田 雅年 東京都大田区 20,355 35.2 

株式会社ＤＧインキュベーショ
ン 

東京都渋谷区富ヶ谷2-43-15 6,070 10.5 

株式会社デジタルチェック 東京都新宿区西新宿2-6-1 3,750 6.5 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 2,001 3.5 

株式会社オービック 東京都中央区京橋2-14-5 1,104 1.9 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 727 1.3 

日本証券金融株式会社（業務
口） 

東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 676 1.2 

ＳＢＩイー・トレード証券株式
会社（自己融資口） 

東京都港区六本木1-6-1 674 1.2 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町2-11-3 624 1.1 

鈴木 崇宏 埼玉県東松山市 612 1.1

計 ― 36,593 63.2 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年７月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年７月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  2,804 ― 
完全議決権株式であり権利内容に何
ら制限のない当社における標準とな
る株式である 

完全議決権株式(その他) 普通株式 57,888 57,888 同上 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 60,692 ― ― 

総株主の議決権 ― 57,888  ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ジャストプランニ

ング 
大田区西蒲田7-35-1 2,804 ― 2,804 4.6 

計 ― 2,804 ― 2,804 4.6 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

月別 平成19年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高(円) 146,000 122,000 136,000 123,000 131,000 138,000 

最低(円) 107,000 101,000 112,000 108,000 111,000 116,000 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年2月1日から平成18年7月31日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年2月1日から平成18年7月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年2月1日から平成18年7月31日まで)

の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年2月1日から平成18年7月31日まで)の中間財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年2月1日から平成19年7月31日ま

で) の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年2月1日から平成19年7月31日まで)の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  
  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,103,764     1,069,976     1,326,187  

２ 売掛金     241,685     226,339     240,824  

３ 商品     ―     2,116     1,302  

４ その他     24,644     43,470     34,199  

 貸倒引当金     △9,781     △9,781     △9,781  

流動資産合計     1,360,313 44.4   1,332,122 62.6   1,592,731 62.7

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1   61,613 2.0   95,556 4.5   66,725 2.6

２ 無形固定資産                    

 （1）のれん   ―     49,803     ―    

 （2）その他   30,267 30,267 1.0 66,470 116,274 5.5 103,639 103,639 4.1

３ 投資その他の資産                    

（１）投資有価証券   1,593,419     538,302     745,547    

（２）その他   36,865     67,695     49,958    

  貸倒引当金   △16,347 1,613,936 52.6 △21,176 584,821 27.4 △17,092 778,413 30.6

固定資産合計     1,705,818 55.6   796,652 37.4   948,777 37.3

資産合計     3,066,131 100.0   2,128,774 100.0   2,541,509 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     69,415     105,902     124,316  

２ 未払法人税等     142,228     134,280     316,328  

３ 賞与引当金     1,400     1,600     1,400  

４ その他 ※2   33,429     65,950     67,371  

流動負債合計     246,473 8.1   307,733 14.5   509,416 20.0

Ⅱ 固定負債                    

１ 繰延税金負債     475,030     15,426     103,193  

固定負債合計     475,030 15.5   15,426 0.7   103,193 4.1

負債合計     721,503 23.6   323,160 15.2   612,609 24.1

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     378,369 12.3   378,369 17.8   378,369 14.9

２ 資本剰余金     236,102 7.7   236,102 11.1   236,102 9.3

３ 利益剰余金     975,109 31.8   1,397,621 65.6   1,273,358 50.1

４ 自己株式     ―     △408,348 △19.2   △289,719 △11.4

株主資本合計     1,589,580 51.8   1,603,744 75.3   1,598,111 62.9

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     748,160 24.4   190,012 8.9   317,941 12.5

評価・換算差額等 
合計     748,160 24.4   190,012 8.9   317,941 12.5

Ⅲ 少数株主持分     6,887 0.2   11,857 0.6   12,846 0.5

純資産合計     2,344,628 76.4   1,805,614 84.8   1,928,899 75.9

負債純資産合計     3,066,131 100.0   2,128,774 100.0   2,541,509 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     880,495 100.0   1,046,058 100.0   1,853,061 100.0

Ⅱ 売上原価     397,506 45.1   511,136 48.9   879,302 47.5

売上総利益     482,988 54.9   534,921 51.1   973,759 52.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   158,288 18.0   185,157 17.7   316,466 17.1

営業利益     324,699 36.9   349,764 33.4   657,293 35.5

Ⅳ 営業外収益                    

  受取家賃   ―     425     546    

  受取利息   72     441     144    

  受取配当金   ―     1,879     ―    

  受取手数料   ―     ―     17,128    

  販売手数料   ―     1,502     ―    

  投資有価証券評価益   ―     1,951     ―    

  その他   3 76 0.0 16 6,215 0.6 224 18,043 1.0

Ⅴ 営業外費用                    

 投資有価証券評価損   2,043   0.2 ―     2,043    

 支払手数料   ― 2,043   1,248 1,248 0.1 3,413 5,457 0.3

経常利益     322,732 36.7   354,731 33.9   669,879 36.1

Ⅵ 特別利益                    

  投資有価証券売却益   ― ―   4,500 4,500 0.4 339,175 339,175 18.3

Ⅶ 特別損失                    

 投資有価証券評価損   90,000 90,000 10.3 ― ―   274,999 274,999 14.8

税金等調整前 
中間（当期）純利益     232,732 26.4   359,231 34.3   734,054 39.6

法人税、住民税 
及び事業税   139,815     131,757     433,308    

法人税等調整額   △35,379 104,436 11.8 14,101 145,858 13.9 △125,458 307,850 16.6

少数株主利益又は損
失（△）     △4,571 △0.5   990 0.1   △4,914 △0.3

中間（当期）純利益     132,868 15.1   212,381 20.3   431,117 23.3

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 915,071 1,529,542 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当     △72,830 △72,830 

 中間純利益     132,868 132,868 

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円) 
― ― 60,037 60,037 

平成18年７月31日残高(千円) 378,369 236,102 975,109 1,589,580 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年１月31日残高(千円) 1,172,117 1,172,117 5,768 2,707,428 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △72,830 

 中間純利益       132,868 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △423,957 △423,957 1,119 △422,837 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △423,957 △423,957 1,119 △362,799 

平成18年７月31日残高(千円) 748,160 748,160 6,887 2,344,628 

  
株主資本 



  

  

  

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

  

  

  

  

  

  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 1,273,358 △289,719 1,598,111 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △88,119   △88,119 

 中間純利益     212,381   212,381 

自己株式の取得       △118,629 △118,629 

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円) 
    124,262 △118,629 5,633 

平成19年７月31日残高(千円) 378,369 236,102 1,397,621 △408,348 1,603,744 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年１月31日残高(千円) 317,941 317,941 12,846 1,928,899 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △88,119 

 中間純利益       212,381 

自己株式の取得       △118,629 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △127,929 △127,929 △989 △128,918 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △127,929 △127,929 △989 △123,285 

平成19年７月31日残高(千円) 190,012 190,012 11,857 1,805,614 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 915,071 ― 1,529,542 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △72,830   △72,830 

 当期純利益     431,117   431,117 

 自己株式の取得       △289,719 △289,719 

株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)     ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 358,287 △289,719 68,568

平成19年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 1,273,358 △289,719 1,598,111 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 



  

平成18年１月31日残高(千円) 1,172,117 1,172,117 5,768 2,707,428 

連結会計年度中の変動額         

 剰余金の配当       △72,830 

 当期純利益       431,117 

 自己株式の取得       △289,719 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △854,175 △854,175 7,078 △847,097 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △854,175 △854,175 7,078 △778,529 

平成19年１月31日残高(千円) 317,941 317,941 12,846 1,928,899 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

 税金等調整前中間（当期）純
利益 

 232,732 359,231 734,054 

 減価償却費  10,236 15,601 24,127 

 連結調整勘定償却額  921 ― 2,553 

 のれん償却費  ― 5,154 ― 

 貸倒引当金の増減額  3,482 4,083 4,227 

 賞与引当金の増加額  ― 200 ― 

 受取利息及び受取配当金  △76 △2,320 △72 

 投資有価証券売却益  ― △4,500 △339,175 

 投資有価証券評価損益  92,043 △1,951 277,043 

 売上債権の増減額  △9,305 14,484 △8,444 

 仕入債務の増減額  12,978 △18,414 67,880 

 その他  △6,032 △8,231 31,172 

小計  336,979 363,337 793,365 

 利息及び配当金の受取額  76 2,320 72 

 法人税等の支払額  △148,914 △311,773 △277,701 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 188,141 53,885 515,736 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

定期預金の払戻による収入  83,000 ― 83,000 

 有形固定資産の取得による 
 支出 

 △30,460 △49,994 △46,945 

 無形固定資産の取得による 
 支出 

 △11,180 △39,865 △87,400 

 投資有価証券の取得による 
 支出 

 △11,200 △11,000 △111,200 

 投資有価証券の売却による 
収入 

 ― 9,000 376,675 

 子会社株式の取得による支出  △2,000 △4,000 △2,000 

 その他  ― △7,488 △3,410 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 28,158 △103,347 208,720 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

 新規連結子会社設立による少
数株主からの払込による収入 

 6,000 ― 11,000 

 親会社による配当金の支払額  △72,830 △88,119 △72,830 

 自己株式の取得による支出  ― △118,629 △290,732 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △66,830 △206,748 △352,562 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 149,469 △256,210 371,891 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 954,295 1,326,187 954,295 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※1 1,103,764 1,069,976 1,326,187 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 子会社は、全て連結しておりま

す。 

  連結子会社の数  ２社 

  連結子会社の名称  

株式会社サクセスウェイ 

株式会社グリッドコーポレーシ

ョン 

上記のうち、株式会社グリッド

コーポレーションについて当中

間連結会計期間において新たに

設立したため、連結の範囲に含

めております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 子会社は、全て連結しておりま

す。 

  連結子会社の数   ３社 

  連結子会社の名称  

株式会社サクセスウェイ 

株式会社グリッドコーポレーシ

ョン 

店舗支援1号ファンド 

１ 連結の範囲に関する事項 

 子会社は、全て連結しておりま

す。 

連結子会社の数   ３社 

連結子会社の名称  

株式会社サクセスウェイ 

株式会社グリッドコーポレーシ

ョン 

店舗支援1号ファンド 

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致してお

ります。 

  

２ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   同左 

  

２ 連結子会社の決算日等に関する

事項 

   連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。 

  

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

   中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左 

  

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定） 

  

     時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  

     時価のないもの 

      同左 

  

     時価のないもの 

      同左 

  

投資事業有限責任組合に関する会

計処理 

組合契約に規定される決算報告書に

応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

投資事業有限責任組合に関する会

計処理 

      同左 

投資事業有限責任組合に関する会

計処理 

      同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

    定率法 

    ただし、建物については定

額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

     建物    3-15年 

     車両運搬具 6年 

     器具備品  3-10年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

平成19年4月1日以降取得した有形固

定資産の償却方法については、平成

19年度税制改正により導入された新

たな定額法及び定率法に変更 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

     同左 

  しております。なお、この変更によ

る営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益に与える影

響額は軽微であります。 

  



  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ②無形固定資産 

 自社利用に用いるソフトウェア

は、社内における見込利用可能期

間（3-5年）に基づく定額法によっ

ております。 

  

  ②無形固定資産 

自社利用に用いるソフトウェア

は、社内における見込利用可能期間

（3-5年）に基づく定額法によって

おります。 

 のれんは5年間の定額法によって

おります。 

  ②無形固定資産 

 自社利用に用いるソフトウェア

は、社内における見込利用可能期間

（3-5年）に基づく定額法によって

おります。 

 営業権は5年間の定額法によって

おります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 



  

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

  ①貸倒引当金 

      同左 

  

  ①貸倒引当金 

      同左 

  

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与支給に備え

て、賞与支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計

上しております。 

  

  ②賞与引当金 

      同左 

  

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与支給に備え

て、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上し

ております。 

  

４ その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

  

４ その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

      同左 

  

４ その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

     同左 

  

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

(現金及び現金同等物)は、手

元現金、要求払預金及び取得

日から3ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易

に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資

からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

      同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲(現金

及び現金同等物)は、手元現

金、要求払預金及び取得日か

ら3ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資から

なっております。 



会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

当中間会連結計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用してお

ります。なお、これによる当中間

連結財務諸表への影響はありませ

ん。 

― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。なお、これによる連

結財務諸表への影響はありませ

ん。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しており

ます。従来の資本の部の合計に相

当する金額は2,337,740千円であり

ます。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成して

おります。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は

1,916,053千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。 



表示方法の変更 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業

外収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「受取利息」について

は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。なお、

前中間連結会計期間の「その他」に

含まれている受取利息の金額は2千

円であります。 

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（中間連結貸借対照表） 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、前中間連結会計期間及び前連結

会計年度における「営業権」及び

「連結調整勘定」は、当中間連結会

計期間から「のれん」として表示し

ております。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算

書） 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、前中間連結会計期間及び前連結

会計年度における「連結調整勘定償

却額」及び「営業権償却額」は、当

中間連結会計期間から「のれん償却

額」として表示しております。 

  

― 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 



  

(平成18年７月31日) (平成19年７月31日) (平成19年１月31日) 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

57,494千円
  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
80,030千円

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
68,868千円

  
※２ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相
殺の上、流動負債の「その他」に含
めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相
殺の上、流動負債の「その他」に含
めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相
殺の上、流動負債の「その他」に含
めて表示しております。  



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 34,164千円

役員報酬 32,443 

法定福利費 13,458 

旅費交通費 9,387 

通信費 7,279 

広告宣伝費 4,071 

地代家賃 11,255 

貸倒引当金 
繰入額 

3,482 

賞与引当金 
繰入額 

173 

研究開発費 7,423 

減価償却費 2,633 

連結調整勘定 
の償却額 

921 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 36,691千円

役員報酬 35,250 

法定福利費 13,760 

旅費交通費 13,007 

通信費 8,430 

広告宣伝費 1,831 

地代家賃 10,953 

貸倒引当金
繰入額 

4,083 

賞与引当金
繰入額 

1,020 

研究開発費 7,466 

減価償却費 5,933 

のれん償却額 5,154 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 70,756千円

役員報酬 65,173 

法定福利費 29,817 

旅費交通費 19,736 

通信費 14,899 

広告宣伝費 5,017 

地代家賃 22,397 

貸倒引当金
繰入額 

5,685 

賞与引当金
繰入額 

― 

研究開発費 14,376 

減価償却費 6,166 

連結調整勘定 
の償却額 

2,533 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．新株予約権に関する事項 

   

(注)  1 ストック・オプションとしての新株引受権です。 

    2  ストック・オプションとしての新株予約権です。 

   3 平成16年、平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

   4 平成14年、平成16年、平成18年新株予約権数の減少は、付与対象者の退職のよるものであります。 

   5 平成18年新株予約権数の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

  

  

  

  

  

 ４．配当に関する事項 

   配当金支払額 

  前連結会計年度末株式

数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間末

株式数 

発行済株式数         

 普通株式（株） 60,692 ― ― 60,692 

 合計 60,692 ― ― 60,692 

  

会社名 

  

新株予約権の内訳 

  

目的となる株

式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円） 

前連結会計年度

末 

  

増加 

  

減少 

当中間連結会計

期間末 

提出会社（親

会社） 

平成12年新株引受権

第1回（注）1 

普通株式 2,301 ― ― 2,301 ― 

平成12年新株引受権

第2回（注）1 

普通株式 427 ― ― 427 ― 

平成14年新株予約権

第1回（注）2 

普通株式 108 ― 3 105 ― 

平成16年新株予約権

第2回（注）2、3 

普通株式 798 ― 3 795 ― 

平成18年新株予約権

第3回（注）2、3 

普通株式 ― 300 2 298 ― 

合計 
3,634 300 8 3,926 ― 

決議 株式の種類 配当金の総額（千

円） 

１株当たり 

配当額（円） 

基準日 効力発生日 



  

平成18年4月25日 

定時株主総会 

普通株式 72,830 1,200.00 平成18年1月31日 平成18年4月26日 



  当中間連結会計期間（自 平成19年2月1日 至 平成19年7月31日） 
 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 自己株式の買取りによる増加    858株 

  

３．新株予約権に関する事項 

   

(注)  1 ストック・オプションとしての新株引受権です。 

    2  ストック・オプションとしての新株予約権です。 

   3 平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

   4 新株予約権数の減少は、付与対象者の退職によるものであります。 

  

  

  

 ４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  前連結会計年度末株式

数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間末

株式数 

発行済株式数         

 普通株式（株） 60,692 ― ― 60,692 

 合計 60,692 ― ― 60,692 

株式の種類 前連結会計年度末株式

数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間末

株式数 

普通株式(株) 1,946 858 ― 2,804 

  

会社名 

  

新株予約権の内訳 

  

目的となる株

式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円） 

前連結会計年度

末 

  

増加 

  

減少 

当中間連結会計

期間末 

提 出 会 社

（親会社） 

平成12年新株引受権

第1回（注）1 

普通株式 2,301 ― ― 2,301 ― 

平成12年新株引受権

第2回（注）1 

普通株式 427 ― ― 427 ― 

平成14年新株予約権

第1回（注）2 

普通株式 102 ― ― 102 ― 

平成16年新株予約権

第2回（注）2、3 

普通株式 771 ― 270 501 ― 

平成18年新株予約権

第3回（注）2、3 

普通株式 292 ― ― 292 ― 

合計 
3,893 ― 270 3,623 ― 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 基準日 効力発生日 



  

  

前連結会計年度(自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  
  
  

２ 自己株式に関する事項 

  

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 自己株式の買取りによる増加    1,946株 
  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

(注)  1 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

2 ストック・オプションとしての新株引受権です。 

3  ストック・オプションとしての新株予約権です。 

4 平成18年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

5 平成14年、平成16年、平成18年新株予約権数の減少は、付与対象者の退職によるものであります。 

6 平成18年新株予約権数の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

（千円） 配当額（円） 

平成19年4月26日 

定時株主総会 

普通株式 88,119 1,500 平成19年1月31日 平成 19年 4月 27

日 

株式の種類 前連結会計年度末 当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

普通株式(株) 60,692 ― ― 60,692 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) ― 1,946 ― 1,946 

会社名 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結
会計年度末

当連結会計

年度の増加

当連結会計

年度の減少

当連結 
会計年度末 

提出会社 

平成12年新株引受権第1回

（注）2 
普通株式 2,301 ― ― 2,301 ― 

平成12年新株引受権第2回

（注）2 
普通株式 427 ― ― 427 ― 

平成14年新株予約権第1回

（注）3,5 
普通株式 108 ― 6 102 ― 

平成16年新株予約権第2回

（注）3,5 
普通株式 798 ― 27 771 ― 

平成18年新株予約権第3回

（注）3,4,6 
普通株式 ― 300 8 292 ― 

連結子会社      ― ― ― ― ― ― ― 

合計 3,634 300 41 3,893 ― 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年4月25日 



  
  
  
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  

定時株主総会 普通株式 72,830 1,200 平成18年1月31日 平成18年4月26日 

    決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年4月26
日 

定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 88,119 1,500 
平成19年1月31

日 

平成19年4月27

日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

 (リース取引関係) 

 前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間 (自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  １ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

(単位：千円) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係 

  

  

  

  

現金及び預金 1,103,764千円 

現金及び 
現金同等物 

1,103,764千円 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係 

  

  

  

  

現金及び預金 1,069,976千円

現金及び 
現金同等物 

1,069,976千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,326,187千円

現金及び
現金同等物 

1,326,187千円

区分 取得価額 中間連結貸借対照表計上額 差額 

株式 116,800 1,378,240 1,261,440 

計 116,800 1,378,240 1,261,440 

内容 中間貸借対照表計上額 

非上場株式 

投資事業組合 

210,899 

4,279 

計 215,179 



当中間連結会計期間 (自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  １ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

(単位：千円) 

  

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

   

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

(単位：千円) 

  

次へ 

区分 取得価額 中間連結貸借対照表計上額 差額 

株式 79,300 399,672 320,372 

計 79,300 399,672 320,372 

内容 中間貸借対照表計上額 

非上場株式 

投資事業組合 

132,400 

6,230 

計 138,630 

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

株式 

  

79,300 

  

615,368 

  

536,068 

計 79,300 615,368 536,068 

   売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式 376,675 339,175 ― 

内容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 

投資事業組合 

125,900 

4,279 

計 130,179 



 (デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間 （自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間 （自 平成19年2月1日 至 平成19年7月31日） 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度 （自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日） 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  （ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 

   ストック・オプションの内容及び規模 

   当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

    (注) 株式数に換算して記載しております。 

  

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 6名 

当社監査役 1名 

当社従業員 22名 

ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 300株 

付与日 平成18年4月27日 

権利確定条件 新株予約権の権利行使時において、当社の取
締役、監査役もしくは従業員の地位にあるこ
とを要する。 

対象勤務期間 ― 

権利行使期間 自 平成21年7月1日 

至 平成27年6月30日 

権利行使価格（円） 364,685 

公正な評価単価（付与日）(円)                   ― 



 当中間連結会計期間（自 平成19年2月1日 至 平成19年7月31日） 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日) 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して
記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

②単価情報 

  平成12年 
ストック・オプショ

ン 

平成12年 
ストック・オプショ

ン 

平成14年

ストック・オプショ

ン 

平成16年 
ストック・オプショ

ン 

平成18年

ストック・オプショ

ン 

付与対象者の区分及

び数 
取締役1名 取締役1名

従業員3名 
取締役5名、監査役1

名、従業員8名 
取締役6名、監査役1

名、従業員12名 
取締役5名、監査役1

名、従業員21名 

ストック・オプショ

ンの数 
普通株式 2,301株 普通株式 427株 普通株式 102株 普通株式 771株 普通株式 292株 

付与日 平成12年7月4日 平成12年10月31日 平成15年2月25日 平成16年7月14日 平成18年4月27日 

権利確定条件 対象者は新株予約権

の行使の１月前まで

の間、継続して取締

役又は使用人の地位

にあること 

（１）対象者は新株

予約権の行使の１月

前までの間、継続し

て取締役又は使用人

の地位にあること 

（２）平成15年７月１

日より平成16年６月30

日までに行使できる新

株引受権は付与された

総数の50％以下とす

る。 

（１）対象者は新株

予約権の行使の１月

前までの間、継続し

て取締役又は使用人

の地位にあること 

（２）平成17年７月１

日より平成20年６月30

日までに行使できる新

株引受権は付与された

総数の20％以下とす

る。 

新株予約権の権利行使

時において、当社の取

締役、監査役もしくは

従業員の地位にあるこ

とを要する 

新株予約権の権利行使

時において、当社の取

締役、監査役もしくは

従業員の地位にあるこ

とを要する。ただし、

任期満了による退任、

定年退職その他正当な

理由のある場合にはこ

の限りではない。 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 定めておりません 定めておりません

権利行使期間 平成15年７月１日か

ら平成22年６月30日

まで 

平成15年７月１日か

ら平成22年６月30日

まで 

平成17年７月１日か

ら平成23年６月30日

まで 

平成19年７月１日か

ら平成25年６月30日

まで 

平成21年７月１日か

ら平成27年６月30日

まで 

  平成12年 
ストック・オプショ

ン 

平成12年 
ストック・オプショ

ン 

平成14年

ストック・オプショ

ン 

平成16年 
ストック・オプショ

ン 

平成18年

ストック・オプショ

ン 

権利確定前 (株)          

 前連結会計年度末 ― ― ― ― ― 

 付与 ― ― ― ― 300 

 失効 ― ― ― ― ― 

 権利確定 ― ― ― ― 300 

 未確定残 ― ― ― ― ― 

権利確定後 (株)          

 前連結会計年度末 2,301 427 108 798 ― 

 権利確定 ― ― ― ― 300 

 権利行使 ― ― ― ― ― 

 失効 ― ― 6 27 8 

 未行使残 2,301 427 102 771 292 

  平成12年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年



  

  

  

ストック・オプショ

ン 
ストック・オプショ

ン 
ストック・オプショ

ン 
ストック・オプショ

ン 
ストック・オプショ

ン 

権利行使価格  

（円） 
5,556

 
27,778

 
102,679

 
165,667

 
364,685

 

行使時平均株価   

（円） 
―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

付与日における公

正な評価単価

（円） 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日)     （単位：千円） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各事業区分の主な内訳 

   （1）ASP事業 

インターネットの通信インフラを利用したアプリケーションソフトウェアの提供と、企業の情報システム関連部門

が行っているシステムメンテナンス業務及び運用サポート業務等のアウトソーシング業務とを組み合わせた「ASP

（アプリケーションサービスプロバイダ）事業」 

（2）システムソリューション事業 

外食産業向け本部管理システム・店舗システム・分析システム等のアプリケーションソフトウェアの企画、開発、

販売及びPOSシステム、オーダーエントリーシステム等のソリューションの提供及び業務コンサルティング、外食チ

ェーン企業等に対する物流ソリューションやマーチャンダイズソリューション（コンサルティング、コーディネイ

ト） 

  ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（9,346 千円）の主なものは、親会社本社の管理部門に

係る費用であります。 

  

  ASP事業 システムソリュー

ション事業 

計 消去又は全社 連結 

売上高 

（1）外部顧客に対する売上高 

（2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 

  

502,570 

  

― 

  

377,925 

  

― 

  

880,495 

  

― 

  

― 

  

― 

  

880,495 

  

― 

計 502,570 377,925 880,495 ― 880,495 

営業費用 175,104 371,345 546,449 9,346  555,795 

営業利益 327,466 6,580 334,046 (9,346) 324,699 



当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日)      （単位：千円） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内訳 

   （1）ASP事業 

インターネットの通信インフラを利用したアプリケーションソフトウェアの提供と、企業の情報システム関連部門

が行っているシステムメンテナンス業務及び運用サポート業務等のアウトソーシング業務とを組み合わせた「ASP

（アプリケーションサービスプロバイダ）事業」 

（2）システムソリューション事業 

外食産業向け本部管理システム・店舗システム・分析システム等のアプリケーションソフトウェアの企画、開発、

販売及びPOSシステム、オーダーエントリーシステム等のソリューションの提供及び業務コンサルティング、外食チ

ェーン企業等に対する物流ソリューションやマーチャンダイズソリューション（コンサルティング、コーディネイ

ト） 

（3）店舗支援ファンド事業 

      投資事業組合によるファンドを組成し、当ファンドを通じて、外食産業を中心とするフランチャ 

イズ本部等多店舗展開する企業の店舗を購入、運営し、FC加盟希望者もしくは投資家等に売却す 

ることを目的とした事業 

 ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（10,198千円）の主なものは、親会社本社の管理部門に

係る費用であります。 

  

  ASP事業 

  

システムソリ

ューション事

業 

店舗支援ファン

ド事業 

計 

  

消去又は全社 連結 

  

Ⅰ 売上高及び営業損益 

（1）外部顧客に対する

売上高 

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高 

  

531,759 

  

12,612 

  

385,396 

  

― 

  

128,902 

  

― 

  

1,046,058 

  

12,612 

  

― 

  

（12,612） 

  

1,046,058 

  

― 

計 544,371 385,396 128,902 1,058,669 （12,612） 1,046,058 

営業費用 200,745 358,839 126,511 686,095 10,198 696,293 

営業利益 343,626 26,557 2,390 372,573 （22,810） 349,764 



前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日)     （単位：千円） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内訳 

   （1）ASP事業 

インターネットの通信インフラを利用したアプリケーションソフトウェアの提供と、企業の情報システム関連部門

が行っているシステムメンテナンス業務及び運用サポート業務等のアウトソーシング業務とを組み合わせた「ASP

（アプリケーションサービスプロバイダ）事業」 

（2）システムソリューション事業 

外食産業向け本部管理システム・店舗システム・分析システム等のアプリケーションソフトウェアの企画、開発、

販売及びPOSシステム、オーダーエントリーシステム等のソリューションの提供及び業務コンサルティング、外食チ

ェーン企業等に対する物流ソリューションやマーチャンダイズソリューション（コンサルティング、コーディネイ

ト） 

（3）店舗支援ファンド事業 

      投資事業組合によるファンドを組成し、当ファンドを通じて、外食産業を中心とするフランチャ 

イズ本部等多店舗展開する企業の店舗を購入、運営し、FC加盟希望者もしくは投資家等に売却す 

ることを目的とした事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（22,149千円）の主なものは、親会社本社の管理部門に

係る費用であります。 

  

  

  ASP事業 

  

システムソリ

ューション事

業 

店舗支援ファン

ド事業 

計 

  

消去又は全社 連結 

  

Ⅰ 売上高及び営業損益 

（1）外部顧客に対する

売上高 

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高 

  

1,011,939 

  

21,863 

  

805,360 

  

― 

  

35,762 

  

― 

  

1,853,061 

  

21,863 

  

― 

  

（21,863） 

  

1,853,061 

  

― 

計 1,033,802 805,360 35,762 1,874,924 （21,863） 1,853,061 

営業費用 355,720 778,773 39,126 1,173,619 22,149 1,195,768 

営業利益又は営業損失

（△） 

678,082 26,587 △3,365 701,305 （44,012） 657,293 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

   在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

   在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

   在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



 (１株当たり情報) 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  
  

  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１株当たり純資産額 38,518円10銭 １株当たり純資産額 30,986円69銭 １株当たり純資産額 32,843円57銭

１株当たり中間純利益 2,189円22銭 １株当たり中間純利益 3,660円74銭 １株当たり当期純利益 7,148円25銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

2,085円35銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

3,507円54銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

6,826円46銭 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日) 

中間連結損益計算書上の 
中間（当期）純利益（千円） 

132,868 212,381 431,117 

普通株式に係る中間（当期）純利
益（千円) 

132,868 212,381 431,117 

普通株主に帰属しない金額（千円) ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 60,692 58,016 60,311 

中間（当期）純利益調整額（千
円） 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳 
新株予約権 

3,023 2,534 2,843

普通株式増加数（株） 3,023 2,534 2,843 

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後1株当たり中間（当期）
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

新株予約権1種類
（新株予約権の数298

個） 

新株予約権
株主総会特別決議日 
平成16年4月14日 

（新株予約権167個） 
株主総会特別決議日 
平成18年4月25日 

（新株予約権292個） 

新株予約権 
株主総会特別決議日 
平成18年4月25日 

（新株予約権292個） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１．当社は平成18年8月29日付で当社

が保有する投資有価証券の一部を売

却したことにより、投資有価証券売

却益が発生いたしました。概要は以

下のとおりであります。 
（1）当該事象の発生年月日 
   約定日 平成18年8月29日 
   受渡日 平成18年9月1日 
（2）当該事象の内容 
 売却株式数 500株 
 売却金額  160,075千円 
（3）当該事象の損益に与える影響額 
  第13期事業年度（平成18年2月1日

から平成19年1月31日まで）におい

て、投資有価証券売却益147,575千

円を特別利益として計上する予定で

あります。 
  

2. 当社は、平成18年10月6日開催の

当社取締役会決議に基づき、店舗支

当社は、平成19年10月5日開催

の取締役会において、会社法第

165条第2項の規定に基づき、自

己株式を取得することを決議い

たしました。概要は以下のとお

りであります。 

(1) 自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策を遂行するため、自己

株式を取得する。 

（2）取得する株式の種類 

  当社普通株式 

（3）取得する株式の総数  

1,500株（上限） 

（4）株式の取得価額の総額 

200百万円（上限） 

（5）自己株式取得の日程 

平成19年10月15日から平成19年

11月30日まで 

  

―



援1号ファンド投資事業組合の契約を

締結いたしました。 

  

（1）設立するファンドの概要 

名称： 店舗支援1号ファンド 

ファンド総額： 205,000千円 

出資者：株式会社ジャストプランニ

ング（200,000千円） 

     株式会社RHフィナンシャル

（5,000千円） 

 総出資口数に対する割合 97.6％ 

契約締結日：平成18年10月6日 

期間： 5年間 
  
（2） 目的 
当ファンドの設立により、投資対象

企業の発展・当社の店舗運営ノウハ

ウの取得・当社業績の向上等を図る

こと。 

当社は、事業展開の機動性を高める

為に当ファンドを通じて店舗の購

入・運営・売却等を行う。店舗運営

のノウハウを取得して今後の顧客獲

得・事業拡大に役立てると共に、当

社の提供する多店舗展開企業への経

営支援ASPサービス「まかせてネッ

ト」の普及を図る。  

  

3. 当社は、平成18年10月11日開催の

当社取締役会において、自己株式の

取得について決議いたしました。 

  

(1) 会社法第165条第2項の規定に

基づき、自己株式を取得すること 

(2) 自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策を遂行するため、自己株

式を取得する。 

(3) 取得の内容 

（ⅰ）取得する株式の種類   

当社普通株式 

（ⅱ）取得する株式の総数  

1,500株（上限）      

（発行済株式総数に対する

割合2.47％） 

（ⅲ）株式の取得価額の総額  

300,000千円（上限） 

（ⅳ）自己株式取得の日程  平

成18年10月17日から平成18年12月11

日まで 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  

  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,079,637     1,021,813     1,273,580  

２ 売掛金     209,400     189,424     208,840  

３ 商品     ―     2,064     1,270  

４ 繰延税金資産     12,706     12,000     26,102  

５ その他     14,166     33,456     7,609  

 貸倒引当金     △9,781     △9,781     △9,781  

流動資産合計     1,306,130 43.1   1,248,978 60.1   1,507,621 60.7

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物     13,459     56,557     24,717  

(2) 車両運搬具     510     347     413  

(3) 器具備品     45,477     35,318     38,626  

有形固定資産合計     59,447 2.0   92,224 4.4   63,757 2.6

２ 無形固定資産     22,127 0.7   106,511 5.1   94,958 3.8

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券     1,593,419     538,302     745,547  

(2) 関係会社株式     31,000     45,000     41,000  

(3) 出資金     100     100     100  

(4) 破産債権、再生債権、
更生債権その他これら
に準ずる債権 

    16,347 22,852   17,092 

(5) 敷金・保証金     12,090     22,821     15,016  

(6) その他     7,489     21,007     16,629  

貸倒引当金     △16,347     △21,176     △17,092  

投資その他の資産合計     1,644,098 54.2   628,908 30.4   818,293 32.9

固定資産合計     1,725,674 56.9   827,644 39.9   977,009 39.3

資産合計     3,031,805 100.0   2,076,622 100.0   2,484,630 100.0

            

    前中間会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年１月31日) 



  

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     34,013     55,296     73,843  

２ 未払金 ※２   10,929     42,878     36,260  

３ 未払費用     6,270     4,850     6,875  

４ 未払法人税等     142,048     134,100     315,983  

５ 賞与引当金     1,400     1,600     1,400  

６ その他     14,194     14,133     15,845  

流動負債合計     208,856 6.9   252,859 12.2   450,209 18.1

Ⅱ 固定負債                    

１ 繰延税金負債     475,030     15,426     103,193  

固定負債合計     475,030 15.7   15,426 0.7   103,193 4.2

負債合計     683,886 22.6   268,285 12.9   553,402 22.3

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     378,369 12.5   378,369 18.2   378,369 15.2

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金     236,102     236,102     236,102  

資本剰余金合計     236,102 7.8   236,102 11.4   236,102 9.5

３ 利益剰余金                    

(1) その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金     985,286     1,412,200     1,288,533  

利益剰余金合計     985,286 32.5   1,412,200 68.0   1,288,533 51.9

４ 自己株式     ―     △408,348 △19.7   △289,719 △11.7

株主資本合計     1,599,758 52.8   1,618,324 77.9   1,613,286 64.9

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     748,160     190,012     317,941  

評価・換算差額等 
合計     748,160 24.6   190,012 9.2   317,941 12.8

純資産合計     2,347,918 77.4   1,808,336 87.1   1,931,228 77.7

負債純資産合計     3,031,805 100.0   2,076,622 100.0   2,484,630 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     721,202 100.0 862,439 100.0   1,514,737 100.0

Ⅱ 売上原価     269,336 37.3 356,004 41.3   597,480 39.4

売上総利益     451,866 62.7 506,434 58.7   917,257 60.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     114,264 15.9 156,482 18.1   241,340 16.0

営業利益     337,601 46.8 349,952 40.6   675,917 44.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   76 0.0 4,260 0.5   17,496 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,043 0.3 1,248 0.2   5,457 0.4

経常利益     335,634 46.5 352,964 40.9   687,956 45.4

Ⅵ 特別利益 ※３   ― 4,500 0.5   339,175 22.5

Ⅶ 特別損失 ※４   90,000 12.4 ―   274,999 18.2

税引前中間(当期)純利益     245,634 34.1 357,464 41.4   752,131 49.7

法人税、住民税及び事業税   139,635   131,576 432,963   

法人税等調整額   △35,379 104,256 14.5 14,101 145,678 16.8 △125,458 307,505 20.3

中間(当期)純利益     141,378 19.6 211,786 24.6   444,625 29.4

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  
  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成18年７月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

  

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 
  

平成18年１月31日残高(千円) 916,738 916,738 1,531,209 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 △72,830 △72,830 △72,830 

 中間純利益 141,378 141,378 141,378 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 68,548 68,548 68,548 

平成18年７月31日残高(千円) 985,286 985,286 1,599,758 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年１月31日残高(千円) 1,172,117 1,172,117 2,703,327 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △72,830 

 中間純利益     141,378 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △423,957 △423,957 △423,957 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △423,957 △423,957 △355,408 

平成18年７月31日残高(千円) 748,160 748,160 2,347,918 



当中間会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

  

  

  

  
  

  

  

  

  

前事業年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 
  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成19年７月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 
  

平成19年１月31日残高(千円) 1,288,533 1,288,533 △289,719 1,613,286 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当 △88,119 △88,119   △88,119 

 中間純利益 211,786 211,786   211,786 

 自己株式の取得     △118,629 △118,629 

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 123,667 123,667 △118,629 5,038 

平成19年７月31日残高(千円) 1,412,200 1,412,200 △408,348 1,618,324 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年１月31日残高(千円) 317,941 317,941 1,931,228 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △88,119 

 中間純利益     211,786 

自己株式の取得     △118,629 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △127,929 △127,929 △127,929 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △127,929 △127,929 △122,891 

平成19年７月31日残高(千円) 190,012 190,012 1,808,336 

  
株主資本 

資本剰余金 



  

  

資本金 資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年１月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当       

当期純利益       

 自己株式の取得       

 株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)       

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成19年1月31日残高(千円) 378,369 236,102 236,102 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 

平成18年１月31日残高(千円) 916,738 916,738 ― 1,531,209 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当 △72,830 △72,830   △72,830 

 当期純利益 444,625 444,625   444,625 

自己株式の取得     △289,719 △289,719 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)       ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 371,795 371,795 △289,719 82,076 

平成19年1月31日残高(千円) 1,288,533 1,288,533 △289,719 1,613,286 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年１月31日残高(千円) 1,172,117 1,172,117 2,703,327 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当 ― ― △72,830 

 当期純利益 ― ― 444,625 

自己株式の取得 ― ― △289,719 

 株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額) △854,175 △854,175 △854,175 

事業年度中の変動額合計 
(千円) △854,175 △854,175 △772,099 

平成19年1月31日残高(千円) 317,941 317,941 1,931,228 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

（1）有価証券 （1）有価証券 （1）有価証券 

  ① 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合に関

する会計処理 

組合契約に規定される決算

報告書に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持株相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

（2）たな卸資産 

    ― 

① 子会社株式 

    同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

    同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合に関

する会計処理 

組合契約に規定される決算

報告書に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持株相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

なお、当社が支配力を有す

ることにより、当社の関係

会社に該当する投資事業組

合等については、最近の財

産及び損益の状況に基づい

て、組合等の資産・負債・

収益・費用を持分割合に応

じて計上しております。 

（2）たな卸資産 

 ① 商品 

 総平均法による原価法 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

  

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合に関

する会計処理 

組合契約に規定される決算

報告書に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持株相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

なお、当社が支配力を有す

ることにより、当社の関係

会社に該当する投資事業組

合等については、最近の財

産及び損益の状況に基づい

て、組合等の資産・負債・

収益・費用を持分割合に応

じて計上しております。 

（2）たな卸資産 

 ① 商品 

 総平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

  (1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、建物については定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物    3-15年 

 車両運搬具 6年 

 器具備品  3-10年 

(1) 有形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

平成19年4月1日以降取得し

た有形固定資産の償却方法

については、平成19年度税

制改正により導入された新

たな定額法及び定率法に変

更しております。なお、こ

の変更による営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益に与える影響額は軽微で

(1) 有形固定資産 

    同左 



  

あります。 

  (2) 無形固定資産 

自社利用に用いるソフトウ

ェアは、社内における見込

利用可能期間（3-5年）に

基づく定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

自社利用に用いるソフト

ウェアは、社内における見

込利用可能期間（3-5年）

に基づく定額法によってお

ります。 

のれんは5年間の定額法に 

よっております。 

(2) 無形固定資産 

自社利用に用いるソフト

ウェアは、社内における見

込利用可能期間（3-5年）

に基づく定額法によってお

ります。 

営業権は5年間の定額法に 

よっております。 



  

  

次へ 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備え

て、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

(2) 賞与引当金 

    同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備え

て、賞与支給見込額の当会

計期間負担額を計上してお

ります。 

４ その他中間財務

諸表作成(財務諸

表作成)のための

基本となる重要な

事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

  

 消費税等の会計処理 

     同左 

  

 消費税等の会計処理 

     同左 

  



会計方針の変更 
  

  

  

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年2月1日 
至 平成18年7月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年2月1日 
至 平成19年7月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年2月1日 
至 平成19年1月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用しております。な

お、これによる当中間財務諸表へ

の影響はありません。 

― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会平

成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

なお、これによる財務諸表への

影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第5号 平成17年12月9日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は

2,347,918千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は

1,931,228千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

 (中間貸借対照表関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年７月31日) 

前事業年度末 
(平成19年１月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

56,929千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

78,290千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

67,642千円 

※２ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺の上、流動負債の「未払

金」に含めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

      同左 

※２      ― 



 (中間損益計算書関係) 

  

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

   前中間会計期間（自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 

   自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

   当中間会計期間（自 平成19年2月1日 至 平成19年7月31日） 

自己株式に関する事項 

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
  自己株式の買取による増加  858株 

  

  

  

  

  

  

   前事業年度（自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日） 

自己株式に関する事項 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 72千円

受取配当金 3千円

   

   

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 428千円

受取配当金 1,879千円

投資有価証券評価
益 

1,951千円

  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 219千円

受取配当金 4千円

消費税等差額 144千円

受取手数料 17,128千円

※２ 営業外費用の主要項目 

投資有価証券評価損 2,043千円

   

   

※２ 営業外費用の主要項目 

支払手数料 1,248千円

  

  

※２ 営業外費用の主要項目 

投資有価証券評価損 2,043千円

支払手数料 3,413千円

 

※３     ― 

   

   

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 4,500千円

  

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 339,175千円

 

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 90,000千円

   

※４ ― 

  

  

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 274,999千円

 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,709千円

無形固定資産 2,234千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,383千円

無形固定資産 7,673千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 18,422千円

無形固定資産 5,970千円

  前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加株式
数（株） 

当中間会計期間減少株
式数（株） 

当中間会計期間末株式
数（株） 

自己株式         

 普通株式 1,946 858 ― 2,804 

合計 1,946 858 ― 2,804 

  前期末株式数 

（株） 

当期増加株式数 

（株） 

当期減少株式数 

（株） 

当期末株式数 

（株） 

自己株式         



 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
  自己株式の買取による増加  1,946株 
  

  

前へ   次へ 

 普通株式 ― 1,946 ― 1,946 

合計 ―  1,946 ― 1,946 



(リース取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

該当事項はありません。 

  

前へ   次へ 



(有価証券関係) 

前中間会計期間 (自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 (自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

   １ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度 (自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

   １ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

  

前へ   次へ 



(１株当たり情報) 

  

(注) 1株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年2月1日 
至 平成18年7月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年2月1日 
至 平成19年7月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年2月1日 
至 平成19年1月31日) 

１株当たり純資産額 38,685円80銭 １株当たり純資産額 31,238円55銭 １株当たり純資産額  32,874円21銭 

１株当たり 
中間純利益 

2,329円45銭 
１株当たり 
中間純利益 

3,650円48銭
１株当たり
当期純利益 

7,372円22銭 

潜在株式調整後1株
当たり中間純利益 

2,218円93銭 
潜在株式調整後1株
当たり中間純利益 

3,497円70銭
潜在株式調整後1株
当たり当期純利益 

7,074円34銭 

項目 

前中間会計期間
(自平成18年２月１日 
至平成18年７月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年２月１日 

 至 平成19年７月31日) 

前事業年度
(自平成18年２月１日 
至平成19年１月31日) 

中間損益計算書上の中間（当期）純利

益 
(千円） 

141,378 211,786 444,625 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
(千円） 

141,378 211,786 444,625 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 60,692 58,016 60,311 

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 
新株予約権 

  

3,023 

  

2,534 

  

2,843 

普通株式増加数（株） 3,023 2,534 2,843 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

新株予約権  

株主総会の特別決議日 

平成18年4月25日(新株

予約権298個） 

新株予約権
株主総会特別決議日 
平成16年4月14日 

（新株予約権167個） 
株主総会特別決議日 
平成18年4月25日 

（新株予約権292個） 

新株予約権  
株主総会の特別決議日 

平成18年4月25日 

(新株予約権292個） 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年2月1日 
至 平成18年7月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年2月1日 
至 平成19年7月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年2月1日 
至 平成19年1月31日) 

１．当社は平成18年8月29日付で当社
が保有する投資有価証券の一部を売
却したことにより、投資有価証券売
却益が発生いたしました。概要は以
下のとおりであります。 

（1）当該事象の発生年月日 
   約定日 平成18年8月29日 
   受渡日 平成18年9月1日 
（2）当該事象の内容 
 売却株式数 500株 
 売却金額  160,075千円 
（3）当該事象の損益に与える影響額 
  第13期事業年度（平成18年2月1日

から平成19年1月31日まで）におい
て、投資有価証券売却益147,575千
円を特別利益として計上する予定で
あります。 

  

当社は、平成19年10月5日開催

の取締役会において、会社法第

165条第2項の規定に基づき、自

己株式を取得することを決議い

たしました。概要は以下のとお

りであります。 

（1）自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機
動的な資本政策を遂行するた
め、自己株式を取得する。 

（2）取得する株式の種類 

  当社普通株式 

（3）取得する株式の総数  

1,500株（上限） 

（4）株式の取得価額の総額 

200百万円（上限） 

― 



  

前へ     

2. 当社は、平成18年10月6日開催の
当社取締役会決議に基づき、店舗支
援1号ファンド投資事業組合の契約を
締結いたしました。 
  
（1）設立するファンドの概要 
名称： 店舗支援1号ファンド 
ファンド総額： 205,000千円 
出資者：株式会社ジャストプランニ

ング（200,000千円） 
     株式会社RHフィナンシャル

（5,000千円） 
 総出資口数に対する割合 97.6％ 
契約締結日：平成18年10月6日 
期間： 5年間 
  
（2） 目的 
当ファンドの設立により、投資対象
企業の発展・当社の店舗運営ノウハ
ウの取得・当社業績の向上等を図る
こと。 
当社は、事業展開の機動性を高める
為に当ファンドを通じて店舗の購
入・運営・売却等を行う。店舗運営
のノウハウを取得して今後の顧客獲
得・事業拡大に役立てると共に、当
社の提供する多店舗展開企業への経
営支援ASPサービス「まかせてネッ
ト」の普及を図る。  
  
3. 当社は、平成18年10月11日開催の
当社取締役会において、自己株式の
取得について決議いたしました。 
  
(1) 会社法第165条第2項の規定に
基づき、自己株式を取得すること 
(2) 自己株式の取得を行う理由 
経営環境の変化に対応した機動的
な資本政策を遂行するため、自己株
式を取得する。 
(3) 取得の内容 

（ⅰ）取得する株式の種類  当社
普通株式 

（ⅱ）取得する株式の総数  
1,500株（上限）      
（発行済株式総数に対する割
合2.47％） 

（ⅲ）株式の取得価額の総額  
300,000千円（上限） 

（ⅳ）自己株式取得の日程  平成
18年10月17日から平成18年12月11日
まで 

  

（5）自己株式取得の日程 

 平成19年10月15日から平成19

年11月30日まで 

  



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第13期(自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日)  

平成19年4月26日関東財務局長に提出 

  

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

  有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第12期の訂正報告書 

  平成19年5月11日関東財務局長に提出 

  

（3）自己株券買付状況報告書 

   平成19年２月14日関東財務局長に提出 

   平成19年３月１日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年10月24日

株式会社 ジャストプランニング 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ジャストプランニングの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間
（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間
連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ
た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対
する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査
手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務
諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作
成基準に準拠して、株式会社ジャストプランニング及び連結子会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日
をもって終了する中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成18年８月29日付で保有する投資有価証券の一部を売
却したことにより、投資有価証券売却益が発生している。 

２．重要な後発事象2.に記載されているとおり、会社は平成18年10月６日開催の取締役会決議に基づき、店舗支援
1号ファンド投資事業組合の契約を締結している。 

３．重要な後発事象3.に記載されているとおり、会社は平成18年10月11日開催の取締役会において、自己株式の取
得を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 酒  井  弘  行  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞ 

  
※  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年10月24日

株式会社 ジャストプランニング 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジャストプランニングの平成19年2月1日から平成20年1月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社ジャストプランニング及び連結子会社の平成19年7月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月5日開催の取締役会において、自己株式の取得

を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
  

※  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が
別途保管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 酒  井  弘  行  



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年10月24日

株式会社 ジャストプランニング 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ジャストプランニングの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第13期事業年度の中間会計期間

（平成18年２月１日から平成18年7月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ジャストプランニングの平成18年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成18年８月29日付で保有する投資有価証券の一部を売

却したことにより、投資有価証券売却益が発生している。 

２．重要な後発事象2.に記載されているとおり、会社は平成18年10月６日開催の取締役会決議に基づき、店舗支援

1号ファンド投資事業組合の契約を締結している。 

３．重要な後発事象3.に記載されているとおり、会社は平成18年10月11日開催の取締役会において、自己株式の取

得を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 酒  井  弘  行  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞ 

  
※   上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年10月24日

株式会社 ジャストプランニング 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジャストプランニングの平成19年2月1日から平成20年1月31日までの第14期事業年度の中間会計

期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ジャストプランニングの平成19年7月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月5日開催の取締役会において、自己株式の取得

を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
  

※  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が
別途保管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 酒  井  弘  行  
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